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 和歌山河川国道事務所では，事務所や事業の認知度をあげるため，かねてよりSNSを活用し，

情報発信を積極的に取り組んできたが，フォロワー数は伸び悩み，決して効果的な取り組みと

はなっていなかった． 

2023年1月24日～26日の大雪による通行止めを行った際に，SNSで情報発信を行ったところ，

フォロワー数は増加し，好評価の声も多くいただいた． 

本論文は，その要因を分析し，SNSを活用した情報発信の取り組み方についてまとめたもの

である． 
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1. はじめに 

 和歌山河川国道事務所は，和歌山県の経済・社会・交

通・文化の中心をなしている和歌山市にあり，河川事業

としては，紀の川の河口から奈良県五條市の栄山寺橋ま

での62.4kmと支川貴志川の紀の川合流地点から紀の川市

貴志川町の諸井橋までの6.0kmの区間を管理しており，

道路事業としては，国道24号（京奈和自動車含む），26

号及び42号の延長155.2ｋｍを管理し，国道42号冷水拡幅，

有田海南道路の改築事業を行うなど地域にとって重要な

インフラ整備を進めてきている．（図-1） 

 しかし，地域住民の方からは，「これだけの事業をや

ってくれているのに，知らない住民が多いのではない

か」という意見をいただいた． 

 そこで，和歌山河川国道事務所では，2020年度から事

務所や事業の認知度をあげるため，広報活動を積極的に

行うこととした． 

 

 

  図-1 和歌山河川国道事務所の管理区間  

2. 広報媒体の検討 

もともと和歌山河川国道事務所での広報は，事務所HP，

事業広報紙に加え，SNSアカウントでの広報を行ってい

た．今後さらに情報を発信するうえで何がより効果的か

を考えたとき，近年，図-2に示すようにスマートフォン

が普及したことにより，SNSの利用者数が増加している

ことに着目し，SNSを活用することが有効的な手法と考

えた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 年齢階層別SNSの利用状況 

（出典：総務省 令和4年版 情報通信白書） 

 

3. SNSを使った情報の発信 

そこで，行っている事業や土木業界の魅力などSNSを

活用した情報発信から始めることとした． 

まずは，道路の改築事業である冷水拡幅・有田海南道

路の進捗状況（図-3）やトンネルの掘削状況（図-4）を

SNSで定期的に投稿するようにした． 
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 また，建設業就業者数，技術系公務員などの担い手の

不足などにも着目し，土木業界の魅力を伝えるために，

監理技術者などに，自身のこだわり，やりがい，これか

らの業界に入ってもらう皆さんへのメッセージを記事に

し定期的に投稿した．（図-5） 

 

 

図-3 事業の進捗図 

 

 

図-4 トンネル工事の進捗 

 

 

図-5 現場インタビューの記事 

 

 2021年度からは，職員の人材育成の観点から採用１～

４年の職員を中心に，月に1回程度，広報会議を開催し，

自身で企画を考え，情報発信するなど積極的な投稿に取

り組んだ． 

 

図-6 若手職員による広報 

 

 それらの取り組みから投稿数は増え，投稿を知った地

域や業界の関係者の方からの反応も好評であり，図-7に

示すように徐々にではあるがフォロワー数も増えきた． 

 

 

 

 

  

 

 

  
 

図-7 和歌山河川国道事務所のTwitterフォロワー数

の推移 

 

4. 通行止め時に行った広報 

そのような中，2023年1月24日に10年に1度程度といわ

れる寒波が襲来し，和歌山河川国道事務所管内でも大雪

となった．  

比較的温暖な和歌山県でも，25日7時までの12時間降

雪量は6㎝を観測し，統計開始(気象速報和歌山地方気象

台)以来第一位の記録となり，大雪の影響で，和歌山河

川国道事務所管轄の国道24号，26号，京奈和自動車道の

一部区間で通行止めを行うことになった． 

近畿地方整備局や和歌山河川国道事務所としては，逐

次通行止情報のプレス発表を行い，できる限りの情報発

信に取り組んだ． 

しかし，和歌山県で雪が降るのはまれであり，スタッ

ドレスタイヤをもっておらず，雪に対する怖さの知らな

い人が多い． 

そこで，和歌山県民の生活を意識した広報のあり方を

検討し，和歌山河川国道事務所独自の動きとしてSNSを

活用し，リアルタイムの情報発信を行った．（表-1） 
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県内の通行止めや雪の情報を中心に，2023年1月24日

～26日の間で，事務所HPにおけるお知らせは23報にわ

たり情報発信をした． 

 

それに加えて，SNSによるタイムリー投稿を33件実施

した． 

そこで，実際に投稿する際に意識した点や，広報で行

っていた取り組みを以下にまとめた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 通行止め時にけるSNSによる情報発信 
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（１） 投稿する時間帯 

道路利用者が求めている情報は，通勤・通学できるの

か？そのために道路が利用できるのかということである

と想定し，通行止め状況や解除の見込みを身支度の時間，

道路利用者が動き出す前の時間帯に必要な情報を踏まえ

発信した．（図-8） 

 

     図-8  SNSによる情報発信１ 

 

（２） 表現方法の工夫 

通行止めの作業状況などをより一般の人に分かりやす

い表現を意識し，必要な情報もいれるが，固い文章にな

りすぎず，話しかけるような文章で投稿した．（図-9） 

 

図-9  SNSによる情報発信２ 

（３） 目に付きやすくするため写真や動画を投稿 

 現地の状況や除雪作業の写真や動画を付けて投稿する

ことで，より目を引くように工夫し，通行止めが解除が

できそうであるかや，通行止めの理解を促すようにした． 

 その際，現場にいる職員や施工業者、機械などの写真

をいれることで，現地での取組みを見せるようにした．

（図-10） 

 

図-10  SNSによる情報発信３ 

 

（４） 地元県，市などの広報担当との協力 

 少しでも地域住民の方に通行止めの状況などを知らせ

できるように，地元県，市などの広報担当に和歌山河川

国道事務所の投稿をSNSなどで拡散してもらうよう調整

した．結果として，県内のマスコミなどからもフォロー

され，より広く周知するきっかけとなった．（図-11） 

 

図-11 和歌山県による SNSの情報発信 
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今回行った広報について，SNS分析したところ，図-12

に示すように，道路利用者の出勤時間，帰宅時間帯，就

寝時間帯の投稿において，エンゲージメント数，ユーザ

ープロフィールクリック数が多いことが確認できた．多

いものだと20,000エンゲージメント数を超えるものも多

くあった． 

 

図-12  投稿時間と反応の関係 

 

そのため，人の生活や行動を意識した時間帯に投稿し

たことは効果的であったといえる． 

また，温暖な和歌山で雪による 3日間という長い期間

の通行止めであったが，批判の声はほとんどなく，図-

13 に示すように，むしろ多くの感謝や励ましのコメン

トをいただく結果に繋がった． 

 

 

 図-13 感謝や励ましのコメント 

 

以上の取り組みの結果，図-14 に示すようにわずか 3

日でフォロワー数が約 2倍(3347人→6129人)になった． 

 

 

 

 

 

 

 
図-14 和歌山河川国道事務所のTwitterフォロワー数の

推移 

 

5. おわりに 

手探りで事業の進捗，通行止め情報，工事の様子(現

場従事者へのインタビュー記事)，イベントなど和歌山

河川国道事務所が行っている様々な内容を発信してきた．

この発信は，一定の評価を得て，フォロワー数が増えて

きたが，一部の層にしか伝わっていなかったという状況

にあった． 

事務所が行っている事業などは，一般の方に興味を持

っていただくことが難しく，伝えたい情報とフォロワー

が求めている情報が必ずしも一致していなかったものと

考えられる． 

そのような中，一般の方の生活に直接影響する大雪で

の通行止めが発生し，本論文で述べた工夫をしながら，

積極的な広報を行った結果，大きな反響があった．これ

は，フォロワーの知りたい情報と事務所が伝えたい情報

が一致したものと解釈している．（図-15）  

その後，今まで行ってきた事業についての広報を行っ

ても，大幅に増えたフォロワー数は減っておらず，引き

続き事務所の様々な発信に関心をもっていただけるよう

になった． 

今後もフォロワー全員に興味を持っていただく広報を

行っていくと同時に，さらに事務所や事業を知ってもら

うきっかけづくりも大切になると考える． 

また，今回増えたフォロワーが冒頭の地域住民の「こ

れだけの事業をやってくれているのに，知らない住民が

多いのではないか」の「知らない住民」であったか，今

後，分析が必要である． 

 

 

 

 

図-15 発信者・顧客の集合図 

巻末 

 本論文は，従前の配属先である和歌山河川国道事務所

における所掌内容を課題としたものである． 
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